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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針 

国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」（国立
大学法人会計基準等検討会議令和 6年 2月 21日改訂））及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学
法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省 日本公認会計士協会 令和６年６月 13 日最終改
訂）（以下「国立大学法人会計基準等」という。）を適用して財務諸表等を作成しております。 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 
原則として、期間進行基準を採用しております。 

なお、文部科学省が指定する特別運営費交付金の一部、特殊要因運営費交付金及び補正予算により
措置された運営費交付金については、業務達成基準又は費用進行基準を採用しております。
また、運営費交付金債務の収益化の基準（平成 16 年 12 月 21 日総長裁定）に基づき、一般運営費

交付金のうち、事業の達成すべき成果及び達成度に対応する予算の執行計画が定められた事業であ
り総長が認めたものについては、業務達成基準を採用しております。 

２．減価償却の会計処理方法 
（1）有形固定資産

定額法を採用しております。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以

下のとおりであります。 
建物   ２～50年 
構築物   ２～75年 
工具器具備品    ２～20年 
船舶   ２～14年 

なお、国から承継した償却資産については見積耐用年数で、受託研究等を財源として取得した償
却資産については当該研究のみで使用する場合は研究期間で減価償却しておりますが、研究期間終
了後も使用する予定の場合は、法定耐用年数で減価償却しております。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準 第 78）及び資産除去債務に対応する特定の除去
費用等（国立大学法人会計基準 第 85）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額と
して資本剰余金から控除しております。 

（2）無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

３．賞与引当金及び見積額の計上基準 
運営費交付金を財源とする教職員等に係る賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源

措置がなされるため賞与引当金は計上しておりません。 
なお、一部運営費交付金により財源措置がなされない教職員の賞与の支給に備えるため、将来の

支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 
また、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末の賞

与引当相当額から前事業年度末の同相当額を控除した額を計上しております。 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
運営費交付金を財源とする教職員等に係る退職一時金については、運営費交付金により財源措置

がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。 
なお、一部運営費交付金により財源措置がなされていない分については、期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
また、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、基準第 34に

基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 
将来の徴収不能及び貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸

倒懸念債権及び破産更生債権等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を
計上しております。 

６．収益及び費用の計上基準
 附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医療費（診
療費）であり、本学は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っております。当
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該履行義務は、診療行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認
識しております。 

 
７．有価証券及び金銭の信託の評価基準及び評価方法 

（1）満期保有目的債券 
償却原価法（定額法） 

（2）その他有価証券 
期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

（3）金銭の信託 
期末日の市場価格等に基づく時価法 

 
８．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   評価基準 低価法 
   評価方法 移動平均法 

ただし、一部のたな卸資産については、最終仕入原価法を適用しております。 
 
９．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務及び外貨建有価証券は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。また、使途を特定した寄附金の運用に係る外貨建有価証券等
は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は寄附金債務として処理しております。 

 
10．リース取引の会計処理 

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 

 
11．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
 
Ⅱ．貸借対照表関係 
 

１． 顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高 
未収附属病院収入                            7,316,731千円 
契約資産                                 507,123千円 
 

２．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 
 （1）国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 
 

    附属病院に関する借入金の元金償還額の累計            38,941,471千円 
    当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計         10,728,187千円 
    利益剰余金に与える影響額（差引き）               28,213,284千円 
 

 （2）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二
重になっていることによるもの 

 
 法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上        1,332,578千円 

    していた額のうち、資産の減価償却費が診療経費に分類されるもの 
    に関する当該負債の収益化累計額 
 
 （3）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国か

らの出資でなく譲与としたことによるもの 
                                     313,290千円 

 
 （4）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、

国からの出資でなく譲与としたことによるもの 
                                      473,783千円 
                                    30,332,936千円 
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３．運営費交付金により財源措置されている賞与の見積額 
  運営費交付金により財源措置されている賞与の見積額は 1,497,636 千円であります。 

 
４．運営費交付金により財源措置されている退職給付の見積額 

  運営費交付金により財源措置されている退職給付の見積額は 26,183,411千円であります。 
 
５．土地の譲渡に伴う資本金の減少関係 

   名     称 
北方生物圏フィールド科学センター森林圏 
ステーション北管理部中川研究林の一部 

譲渡した土地の帳簿価額 
及びその概要 

帳簿価額：2,281千円 
面  積：317,279.13 ㎡ 
所 在 地：北海道中川郡音威子府村・中川町 

譲 渡 理 由 
国土交通省北海道開発局が施行する「一般国道
４０号音威子府バイパス事業」に伴う土地譲渡
の要請に応じるため 

譲渡収入の額 13,176千円 

独立行政法人大学改革支援・学位
授与機構への納付額の算定に当た
り譲渡収入より控除した費用の額 

1,000 千円 

独立行政法人大学改革支援・学位
授与機構への納付額 

6,088 千円 

独立行政法人大学改革支援・学位
授与機構への納付が行われた年月
日 

令和 8年 3月 31日 

減 資 額 1,140 千円 

 
 

Ⅲ．損益計算書関係 
 
１． 臨時損失に計上した災害損失は、令和 6年度及び令和 7 年度に発生した降雨及び降雪による建物

等資産の原状回復に要した経費であります。 
 
 ２．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 
    国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 
     

附属病院に関する借入金の元金償還額                      -千円 
当該借入金により取得した資産の減価償却費                             298,481 千円 
当期総利益に与える影響額（差引き）                  △298,481 千円 
 

 ３．中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じた減損額は、22,159千円です。 
 
Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書関係 
 
 １．資金の期末残高の貸借対照表科目別の明細の内訳 

   現金及び預金      17,495,417 千円 
   うち定期預金       3,680,000 千円 
 （差引）資金期末残高    13,815,417 千円 

 
２．重要な非資金取引 

   ファイナンス・リースによる資産の取得 
   工具器具備品       4,111,392 千円 
   現物寄附による資産の取得 1,587,917 千円 
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Ⅴ．国立大学法人等の業務運営に関する国民の負担に帰せられるコストの注記関係 
 

１ 業務費用 
（1）損益計算書上の費用            123,767,114千円 
（2）（控除） 自己収入等           △ 76,147,965 千円 

 業務費用合計                             47,619,149 千円 
２ 資本剰余金を減額したコスト等                    4,496,865 千円 
３ 機会費用 

国又は地方公共団体の無償又は 
減額された使用料による貸借取引の機会費用      19,842千円 
政府出資の機会費用                3,658,276千円 
無利子又は通常よりも有利な条件による 
融資取引の機会費用                    -千円    3,678,119 千円 

４ （控除）国庫納付額                             -千円 
５ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト   55,794,134 千円 

 
注１）国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の

計上方法 
（1）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。 
（2）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

決算日における 10年もの国債(新発債)の利回り 2.345%で計算しております。 
 
Ⅵ．減損会計関係 
  
 １．減損を認識した固定資産 
 

用 途 
プール管理棟 
（水産学部） 

プール上屋 
（水産学部） 

職員宿舎 
（花園町住宅） 

種 類 建物 建物 土地・建物・構築物 

場 所 
北海道函館市 

港町 
北海道函館市 

港町 
北海道函館市 

花園町 

帳 簿 価 額  
 

457千円 4,516 千円 43,445千円 

減損の認識に至った 
経緯 

使用しないという 
決定 

使用しないという 
決定 

市場価格の下落 

減損額のうち損益 
計算書に計上した金額 

457千円 239千円 273千円 

減損額のうち損益 
計算書に計上していない

金額 
- 4,277 千円 10,160千円 

回収可能サービス 
価額 

使用価値相当額 使用価値相当額 正味売却価額 

使用価値相当額を 
採用した理由 

注１ 注１ － 

算定方法の概要 注２-(1) 注２-(1) 注２-(2) 
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用 途 大滝セミナーハウス 
職員宿舎 

（中央第１宿舎） 
職員宿舎 

（中央第２宿舎） 

種 類 土地・建物・構築物 建物・構築物 建物・構築物 

場 所 
北海道伊達市 
大滝区優徳町 

北海道札幌市 
北区 

北海道札幌市 
北区 

帳 簿 価 額 29,196千円 7,244 千円 29,800千円 

減損の認識に至った 
経緯 

市場価格の下落 
使用しないという 

決定 
使用しないという 

決定 

減損額のうち損益 
計算書に計上した金額 

651千円 7,244 千円 11,811千円 

減損額のうち損益 
計算書に計上していない

金額 
5,184 千円 - 17,989千円 

回収可能サービス 
価額 

正味売却価額 使用価値相当額 使用価値相当額 

使用価値相当額を 
採用した理由 

－ 注１ 注１ 

算定方法の概要 注２-(2) 注２-(1) 注２-(1) 

 

用 途 
職員宿舎 

（宮の森住宅） 
電話加入権 
（休止回線） 

種 類 建物・構築物 電話加入権 

場 所 
北海道札幌市 

中央区 
北海道札幌市 

北区 

帳 簿 価 額 1,712 千円 143千円 

減損の認識に至った 
経緯 

使用しないという 
決定 

使用しないという 
決定 

減損額のうち損益 
計算書に計上した金額 

1,481 千円 - 

減損額のうち損益 
計算書に計上していない

金額 
230千円 126千円 

回収可能サービス 
価額 

使用価値相当額 正味売却価額 

使用価値相当額を 
採用した理由 

注１ - 

算定方法の概要 注２-(1) 注２-(3) 

 
※帳簿価額は減損の認識を行った時点の金額 

 
注１）使用価値相当額を採用した理由 

     売却を想定していないため 
注２）回収可能サービス価額の算定方法の概要 
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  (1) 合理的な算出が困難であるため備忘価額とした 
(2) 売却を想定しているため、不動産鑑定士の意見価格を参考とした 
(3) 売買実例価額、精通者意見価格等を参酌して評価することとなるが、現状では電話加入権の 

明確な取引相場は存在しないため、国税庁発表の令和２年分財産評価基準書における北海道 
電話加入権の標準価額を単価とした 

 
 ２．減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く） 

用 途 文学部斜里研究室 
電話加入権 

（使用回線） 

種 類 土地・建物・構築物 電話加入権 

場 所 
北海道斜里郡 

斜里町 
北海道札幌市 

北区 

帳 簿 価 額 8,300 千円 2,600 千円 

認められた減損の 
兆候の概要 

業務実績の低下 市場価格の下落 

減損を認識するには至
らなかった根拠 

注１-(1) 注１-(2) 

 
注１）減損を認識するには至らなかった根拠 

(1) 施設の利用計画があり使用が想定されているため 
(2) 回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っているため 
 

３．翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産 

用 途 
工学部 

K 棟･C 棟北端 

種 類 建物 

場 所 
北海道札幌市 

北区 

帳 簿 価 額 57,128千円 

使用しなくなる日 令和１０年４月 

使用しないという決定
を行った経緯及び理由 

注１ 

使用しなくなる日に
おける帳簿価額 

53,222千円 

回収可能 
サービス価額 

使用価値相当額 

減損額の見込額 53,221千円 

 
※使用しなくなる日は令和８年３月末日における予定の日 
注１）老朽施設であり、新設建物への移転後に使用しない予定であるため 
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Ⅶ．資産除去債務関係 
 
１．資産除去債務の内容等 

区 分 法令によるもの 
契約による

もの 

対 象 事 項 アスベスト除去 放射線同位元素等除去 

借用地に建
築している
建物の原状
回復義務 

関 連 法 令 等 石綿障害予防規則等 
放射線同位元素等による放射性障害
の防止に関する法律等 

土地賃貸借
契約等 

種 類 建物 建物 工具器具備品 建物 

対 象 件 数 １件 ９件 １件 ２件 

資産除去債務計上
額 

76,740千円 232,446千円 767,971千円 62,960千円 

支出発生までの 
見込期間 

注１ 注１ 20 年 注１ 

適用した割引率 注２ 注２ 1.44％ 注２ 

    注１）支出発生までの見込み期間が未定であるため、当該資産の減価償却終了時 
又は契約終了時を支出発生時としております。これにより、見込み期間は 
10 年から 49年を採用しております。 

注２）資産除去債務の見積りにあたり、割引率は 0.498％から 2.301％を採用しております。 
 
 ２．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 
       期首残高             1,126,189千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額      -千円 
    時の経過による調整額         13,929千円 
     資産除去債務の履行による減少額      -千円 

 その他増減額（△は減少）         -千円 
期末残高             1,140,119 千円 

 
Ⅷ．金融商品関係 
 
 １．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債、政府保証債等及び金銭の信託に限定し、資
金調達については、大学改革支援・学位授与機構からの借入れ及び国立大学法人等債の発行により
行っております。 

資金運用にあたっては、国立大学法人法第 35条の２が準用する独立行政法人通則法第 47 条及び
国立大学法人法第 33 条の５第２項の規定に基づき、預金、地方債、Ａ格以上の財投機関債及び社
債、ＡＡ格以上の外貨建て債券、長期性預金及び金銭の信託を保有しております。なお、当該運用
資産は、金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を包含しておりますが、資金運用管理
規程に基づき適切なリスク管理を実施し、資金の運用状況や管理運用業務の実施状況を監視するた
めに設置された資金運用管理委員会に報告しております。また、未収附属病院収入は、予算決算及
び経理規程に沿ってリスク管理を行っております。 
国立大学法人等債の使途は、施設の設置・整備等であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて債

券を発行しております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、
預金、未収入金及びリース債務を除く未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。 

（単位：千円） 
 貸借対照表 

計上額(*1) 
時価(*1) 差額(*1) 

(1) 有価証券及び 
   投資有価証券 
   満期保有目的の債券 
(2) 減価償却引当特定資産 
(3) 国立大学法人等債償還 

引当特定資産 
(4) 金銭の信託(*2) 
(5) 長期性預金 
(6) 未収附属病院収入 
  徴収不能引当金(*3) 
 
(7) 国立大学法人等債 
(8) リース債務 

 
 

23,099,451 
1,228,342 

 
337,000 

1,300,585 
2,200,000 
7,823,854 
△5,660  

 
 

22,920,972 
1,228,342 

 
337,000 

1,299,286 
2,035,008 

 
  

 
 

△178,479 
- 
 
- 

△1,299 
△164,991 

 
  

7,818,194 
（3,370,000） 
(4,691,358） 

7,818,194 
（2,696,000） 
(4,766,219） 

－ 
（△674,000） 

(74,860） 

 
(*1)負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 
(*2) 貸借対照表計上額には、投資その他の資産である「その他資産」として計上されている金額
を含んでおります。 
(*3)未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。 

 
注１）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

 
（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 0 

 
注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三

つのレベルに分類しております。 
       レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価 
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。 

 
有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっておりま
す。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類
しております。主に地方債、財投機関債、社債及び外貨建て債券がこれに含まれます。 

なお、譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似することから、帳簿価額
をもって時価としております。 

減価償却引当特定資産 
  減価償却引当特定資産は預金で構成されています。預金は帳簿価額をもって時価としておりま

す。 
国立大学法人等債償還引当特定資産 
  国立大学法人等債償還引当特定資産は預金で構成されています。預金は帳簿価額をもって時
価としております。 
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長期性預金 
長期性預金は、定期預金及びデリバティブ内包型預金で構成されています。定期預金に係る時

価の算定は、期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを市場金利で割り引いて時価を
算定しており、レベル２の時価に分類しております。デリバティブ内包型預金に係る時価の算定
は、取引金融機関から提示された価格によっており、レベル２の時価に分類しております。 

金銭の信託 
金銭の信託は、有価証券等で構成されています。時価の算定は、一部の金銭の信託では、期間

に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを市場金利で割り引いて時価を算定しており、レ
ベル２の時価に分類しております。それ以外の金銭の信託では、取引金融機関から提示された価
格によっており、レベル２の時価に分類しております。 

未収附属病院収入 
未収附属病院収入は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、帳簿価額

をもって時価としております。 
国立大学法人等債 

国立大学法人等債は、相場価格を用いて評価しており、市場での取引頻度が低く、活発な市場
における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

リース債務 
リース債務の時価については、元利金の合計額を新規にリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
 
Ⅸ ．賃貸等不動産関係 

当法人は、札幌市及び函館市に賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要
性が乏しいため、注記を省略しております。 

 
Ⅹ ．退職給付関係 

    当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当該
制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退
職給付費用を計算しております。 

 
１．簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 
   期首における退職給付引当金    936,162千円 
    退職給付費用          200,305千円 
    退職給付の取崩額        △68,658千円 
   期末における退職給付引当金   1,067,808千円 

 
２．退職給付に関連する損益 

     簡便法で計算した退職給付費用   200,305千円 
 
Ⅺ ．収益認識関係 
   当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第 77 における収益に重要性が乏しいため、注

記を省略しております。 
   

１．収益の分解情報 
当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、基準第 77 を適用する取引に
係る主なサービス等の種類と収益の額は、附属病院の診療による附属病院収益 41,136,786千円
であります。 

   
  ２．収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。 
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附属明細書 

 1.固定資産の取得及び処分、減価償却費並びに減損損失の明細  ・・・・・ １７ 

 2.たな卸資産の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

 3.無償使用国有財産等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

 4.ＰＦＩの明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

 5.有価証券の明細 

  5-1 流動資産として計上された有価証券  ・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

  5-2 投資その他の資産として計上された有価証券  ・・・・・・・・・・・ １９ 

6.引当特定資産の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

 7.出資金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

 8.長期貸付金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

 9.借入金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

10.国立大学法人等債の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

11.引当金の明細 

 11-1 引当金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

 11-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

 11-3 退職給付引当金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

12.資産除去債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 

13.保証債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 

14.目的積立金の取崩しの明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

15.業務費及び一般管理費の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

16.運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

 16-1 運営費交付金債務  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

 16-2 運営費交付金収益  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

17.運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

 17-1 施設費の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 

 17-2 補助金等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 

18.役員及び教職員の給与の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 

19.開示すべきセグメント情報  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 

20.寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細 

20-1 寄附金債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

 20-2 寄附金の受入額の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

21.受託研究の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

22.共同研究の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４４ 

23.受託事業等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４４ 

24.科学研究費補助金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４５ 

25.大学運営基金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 

26.国際卓越研究大学研究等体制強化助成の明細  ・・・・・・・・・・・・ ４６ 

27.上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

 27-1 現金及び預金の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 

 27-2 未収附属病院収入の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 

 27-3 未払金の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 

関連公益法人等    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４８ 
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